
事務・事業のゼロベースでの見直し事務・事業のゼロベースでの見直し

独 立 行 政 法 人独 立 行 政 法 人

提供されないと著しい悪影響のある事務・事業か

Yes No
［事務・事業の廃止］

適用になじむか
（具体的な対象事業は個別検討）

No

［市場化テストの適用］

各事務・事業毎に検討

他の法人への移管・一体的実施他の法人への移管・一体的実施

①他の法人等への業務の移管、
の可否

②他の法人との一体的な業務実施、

Yes
No

公務員型か公務員型か

［他の法人への業務移管］
［他の法人との一体的実施］

事務・事業事務・事業

Yes

特定独立行政法人の見直し特定独立行政法人の見直し

No

公務員の身分を与
えることが必要か

Yes

No
［非公務員化］

特定独法
（公務員型）

特定独法
（公務員型）

非特定独法
（非公務員型）

非特定独法
（非公務員型）

独立行政法人の事務・事業として存続独立行政法人の事務・事業として存続

［組織面の見直し］

上記の事務・事業の見直しの結果として、

・ 業務運営の更なる改善のための体制の見直し

・ 独立行政法人の廃止・民営化・業務譲渡・統合

等の組織面の見直しを実施。

［組織面の見直し］

上記の事務・事業の見直しの結果として、

・ 業務運営の更なる改善のための体制の見直し

・ 独立行政法人の廃止・民営化・業務譲渡・統合

等の組織面の見直しを実施。

事務・事業及び組織の見直し（独立行政法人の徹底的な縮減）

［規制付き民営化］

民営化の検討民営化の検討

①事業性はあるか（受益の範囲の明確性かつ対価収受可能性がある）
② 国が規制を行いつつ民間主体でも対応可能か

市場化テストの積極的な適用市場化テストの積極的な適用

No

Yes

Yes


